
2021年4月1日

厚生労働省 雇用環境・均等局

介護離職防止について

資料９



育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 及び
次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律案の概要

男女ともに仕事と育児・介護を両立できるようにするため、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の
拡充、育児休業の取得状況の公表義務の対象拡大や次世代育成支援対策の推進・強化、介護離職防止のための仕事と
介護の両立支援制度の強化等の措置を講ずる。

令和７年４月１日（ただし、２③は公布日、１①及び⑤は公布の日から起算して１年６月以内において政令で定める日）

１．子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充【育児・介護休業法】
① ３歳以上の小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主が職場のニーズを把握した上で、柔軟な働き方を実現するための措置を
講じ（※）、労働者が選択して利用できるようにすることを義務付ける。また、当該措置の個別の周知・意向確認を義務付ける。
※ 始業時刻等の変更、テレワーク、短時間勤務、新たな休暇の付与、その他働きながら子を養育しやすくするための措置のうち事業主が２つを選択

② 所定外労働の制限 (残業免除) の対象となる労働者の範囲を、小学校就学前の子 (現行は３歳になるまでの子) を養育する労働者に
拡大する。

③ 子の看護休暇を子の行事参加等の場合も取得可能とし、対象となる子の範囲を小学校３年生（現行は小学校就学前）まで拡大するとと
もに、勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止する。

④ ３歳になるまでの子を養育する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワークを追加する。
⑤ 妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前に、労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意向の聴取・配慮を事業主に義務付ける。

２．育児休業の取得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対策の推進・強化 【育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法】
① 育児休業の取得状況の公表義務の対象を、常時雇用する労働者数が300人超（現行1,000人超）の事業主に拡大する。
② 次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定時に、育児休業の取得状況等に係る状況把握･数値目標の設定を事業主に義務付ける。
③ 次世代育成支援対策推進法の有効期限（現行は令和７年３月31日まで）を令和17年３月31日まで、10年間延長する。

３．介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等【育児・介護休業法】
① 労働者が家族の介護に直面した旨を申し出た時に、両立支援制度等について個別の周知・意向確認を行うことを事業主に義務付ける。
② 労働者等への両立支援制度等に関する早期の情報提供や、雇用環境の整備（労働者への研修等）を事業主に義務付ける。
③ 介護休暇について、勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止する。
④ 家族を介護する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワークを追加する。 等
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このほか、平成24年の他法の改正に伴い整備する必要があった地方公営企業法第39条第６項について規定の修正等を行う。



３．介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等

 仕事と介護の両立支援制度を十分活用できないまま介護離職に至ることを防止するため、仕事と介護の両立支援制度の個別周知と意向
確認により効果的な周知が図られるとともに、両立支援制度を利用しやすい雇用環境の整備を行うことが必要である。

見直し内容
常時介護を必要とする状態 介護終了

所定外労働の免除(残業免除)

時間外労働の制限（残業制限）・深夜業の制限

選択的措置義務

介護休業① 介護休業③介護休業②介護休業

選択的
措置義務

所定外労働
の免除

介護休暇

時間外労働・
深夜業の制限

(3時間）(1日） (5時間） (1日） (1日）

介
護
休
暇

要介護状態にある対象家族について、介護の体制を構築(※)して
働きながら対応できるようにするために一定期間休業するもの。
※介護サービスの手続き等も含まれる
対象家族１人につき、通算93日、３回まで分割可能。

事業主は利用開始から３年以上の期間内で２回以上、短時間勤務・
フレックスタイム・時差出勤・費用助成*のいずれかを利用できる
措置を講ずる義務（*費用助成は１回(一括払い)にすることが可能）。

介護終了まで何回でも取得可能。

要介護状態にある対象家族の介護・世話（※）をするための休暇。
※通院の付き添い、ケアマネジャーとの打ち合わせ等

介護終了まで年間５日（対象家族が２人以上の場合は10日）、
時間単位で取得可能。

時間外労働の制限…１か月24時間、１年150時間を超える時間外
労働を制限する制度

深夜業・・・午後10時～午前5時までの就業
介護終了まで何回でも取得可能。

介
護
休
暇

介
護
休
暇

介
護
休
暇

介
護
休
暇

 ■事業主に以下の措置義務。
 ・介護に直面した労働者が申出をした場合に、両立支援制度等に関する情報の個別周知・意向確認
 ・介護に直面する前の早い段階（40歳等）の両立支援制度等に関する情報提供 ※併せて介護保険制度についての周知も望ましい（指針）
 ・研修や相談窓口の設置等の雇用環境の整備

※介護休業制度の目的（介護の体制を構築するために一定期間休業するもの）の理解促進を図る観点から、事業主による個別周知等を行う際には、
その制度目的を踏まえることが望ましい（指針）。

 ■介護期の働き方について、労働者がテレワークを選択できるよう事業主に努力義務。
 ■介護休暇の勤続６か月未満の労働者の労使協定除外の仕組みは廃止する。

：見直し：現行の権利・措置義務
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厚生労働省 雇用環境・均等局
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家族の介護・看護を理由とする離職者数の推移
家族の介護・看護を理由とする離職者の年齢構成

【出典】総務省「就業構造基本調査」（平成19年、24年、29年、令和４年）
【出典】総務省「令和４年就業構造基本調査」令和３年10月～令和４年９月の離職者
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介護離職者の現状

• 家族の介護や看護を理由とする離職者数の推移をみると、離職者数は減少傾向にあるものの、60歳以上の年
齢層での離職者の増加等の影響により、直近の数値は約10万6千人で増加。男性の割合は上昇傾向にあること
が分かる。

• 家族の介護・看護を理由とする離職者は、50歳～64歳で多い。65歳以上も23.2％存在している。
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（注）離職者には、前職が雇用者以外の者も含まれる。
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平成24年調査 平成29年調査 令和４年調査

家族の介護・看護を
理由とする離職者

10.1万人
（平成23年10月

～24年９月）

9.9万人
（平成28年10月

～29年９月）

10.6万人
（令和３年10月

～４年９月）

家族の介護をしなが
ら就業する者

291.0万人
（平成24年10月）

346.3万人
（平成29年10月）

364.6万人
（令和４年10月）

【出典】総務省「就業構造基本調査」 （平成24年、29年、令和４年）

－0.2万人

＋55.3万人

＋0.7万
人

＋18.3万人

家族の介護・看護を理由とする離職者数等の推移

（注）離職者には、前職が雇用者以外の者も含まれる。
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介護休業等制度利用の有無 介護をしている

介護休業等制度の種類

総数 制度の
利用なし

制度の利用あり

雇用形態
総数

制度の種類
介護
休業

短時間
勤務

介護
休暇

残業
免除 その他

実
数

雇用者 3,219.5 2,819.9 372.3 50.7 74.9 144.8 24.4 140.6

正規の職員・従業員 1,567.8 1,321.9 234.8 33.5 33.1 106.0 13.2 91.6

非正規の職員・従業員 1,413.8 1,276.8 122.3 15.6 37.5 37.0 11.1 39.2

割
合

雇用者 100 87.6 11.6 1.6 2.3 4.5 0.8 4.4

正規の職員・従業員 100 84.3 15.0 2.1 2.1 6.8 0.8 5.8

非正規の職員・従業員 100 90.3 8.7 1.1 2.7 2.6 0.8 2.8

【出典】総務省「令和４年就業構造基本調査」

【雇用形態、介護休業制度利用の有無、介護休業等制度の種類別 介護をしている雇用者数及び割合（千人、％）】

※「制度の種類」については複数回答のため、各種類の合計は、「制度の利用あり」の総数と必ずしも一致しない。

• 介護をしている雇用者（322万人）について、介護休業等制度利用の有無、制度の種類別にみると、「介護休
業等制度の利用あり」の者は11.6％で、このうち「介護休業」の利用者は1.6％（５万１千人）、「短時間勤
務」は2.3％（7万5千人）、「介護休暇」は4.5％（14万5千人）などとなっている。

• また、雇用形態別の割合をみると、「介護休業等制度の利用あり」の者は、「正規の職員・従業員」で15.0％
である一方、「非正規の職員・従業員」は8.7％となっている。

介護休業等制度の利用の現状
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8.7

6.4

7.4

11.2

30.1

27.2

25.7

28.6

31.3

32.7

29.7

30.4

15.0

15.8

14.5

14.2

8.8

6.4

11.4

9.5

6.1

11.4

11.4

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規労働者(n=1755)

無期契約労働者(n=437)

有期契約労働者(n=421)

離職者(n=945)

A どちらかというとA どちらともいえない どちらかというとB B わからない

13.2

21.2

10.6

10.9

14.8

28.4

25.1

30.6

28.3

28.1

15.0

15.6

15.3

12.6

16.7

22.9

21.2

21.3

22.3

23.8

12.5

11.7

17.6

15.8

9.0

6.0

4.5

4.2

7.3

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=852)

1,001人以上(n=32)

301人～1,000人(n=99)

101人～300人(n=299)

51人～100人(n=423)

A どちらかというとA どちらともいえない どちらかというとB B わからない 無回答

41.6％

介護休業に関する考え方

• 介護休業に関する考え方について、「A：介護休業期間は主に仕事を続けながら介護をするための体制を構築
する期間である」と「B：介護休業期間は介護に専念するための期間である」という考え方に対し、
＊企業調査では、「A」もしくは「どちらかというとA」と考える割合は、従業員規模にかかわらず、４割に
とどまる。

＊労働者調査では、「Ａ」もしくは「どちらかというとＡ」と回答した割合は、３～４割程度にとどまる。

介護休業に関する考え方
A：介護休業期間は主に仕事を続けながら介護をするための体制を構築する期間である
B：介護休業期間は介護に専念するための期間である

企業調査

労働者・離職者調査

【出典】三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「仕事と介護の両立等に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（令和３年度厚生労働省委託調査）

35.4％

39.8％ 23.7％
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従業員に対する両立支援制度の周知方法 両立支援の必要性が確認された従業員に対しての対応や支援
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30.2

20.7

12.6

7.8

4.2

2.5

2.5

1.4

7.5

95.5

44.1

67.0

10.1

24.0

29.6

8.4

7.3

2.8

0.6

93.1

38.9

34.3

12.5

9.7

8.8

0.9

0.5

2.8

2.8

88.3

31.6

20.2

13.8

8.5

3.2

3.2

2.0

0.8

4.9

79.5

26.2

14.3

11.9

5.7

1.9

1.9

2.9

1.4

11.0

0.5

0 20 40 60 80 100

全体(n=852)

1,001人以上(n=32)

301人～1,000人(n=99)

101人～300人(n=299)

51人～100人(n=423)

無回答

就業規則に記載して
いる

介護を行っているこ
とを知った場合に情
報提供している

社内のイントラネッ
トに掲載している

人事面談の際に情報
提供している

社内研修等の機会に
情報提供している

パンフレット、リー
フレットを作成して
いる

社内報に掲載してい
る

電子メールで紹介し
ている

その他

特に行ってい
ない

41.5

26.9

21.2

11.5

6.0

1.5

2.7

40.4

74.3

43.6

26.3

16.2

15.1

1.7

6.1

3.9

56.5

34.7

28.7

18.5

5.6

1.4

3.7

21.3

47.4

28.3

19.8

9.3

6.9

0.4

5.3

36.4

31.4

22.9

20.0

11.0

4.8

2.4

0.5

50.5

0 20 40 60 80 100

無回答 

個別に会社の制度の紹
介･説明

上司への情報提供

上司との面談の機会
の設定 

人事部からの定期的な
フォロー 

自治体の相談窓口など
外部の窓口や支援機関
の紹介

その他

仕事と介護の両立支援
の必要性が確認された
従業員に対して特に実
施していることはない

わからない･仕事と介護
の両立支援の必要性の
ある従業員がいたこと
がない

【出典】三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「仕事と介護の両立等に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（企業調査）（令和３年度厚生労働省委託調査）

従業員に対する仕事と介護の両立支援制度の周知

• 両立支援制度の周知方法として、企業規模にかかわらず共通して多いのは「就業規則への記載」であり、「特に行って
いない」と回答した企業はいずれの規模でも少数であった。

• 両立支援の必要性が確認された従業員に対して個別に会社の制度の紹介・説明を行っている割合は、企業規模が大きい
ほど高い。

（％）
（％）

（複数回答）
（複数回答）

8


	介護離職防止について
	育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 及び�次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律案の概要
	スライド番号 3
	参考資料
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9

